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１ 徳島県観光振興基本計画（第４期）の基本的な考え方

（１）計画策定の趣旨

本県では、「もてなしの阿波とくしま観光基本条例」（２００９年６月施行）において、

観光の振興に関する施策を戦略的かつ積極的に推進するため、観光振興基本計画を定め

ることとしており、２０１０年３月に第１期計画、２０１５年３月に第２期計画を策定

しました。

また、２０１９年８月には、「東京２０２０オリンピック・パラリンピック」、「ワー

ルドマスターズゲームズ２０２１関西」を控え、急増が見込まれる訪日外国人旅行者へ

の対応や国内誘客活動の強化を着実に推進するため、第３期計画を策定し、観光の振興

に関する施策を戦略的かつ積極的に展開してきました。

このような中、２０１９年末に海外で初めて確認され、世界中に感染が拡大した新型

コロナウイルス感染症の影響により、観光事業者は深刻なダメージを受け、本県におい

ては、「とくしま応援割」等により観光需要の喚起に取り組んできたところ、継続して

需要喚起に取り組む必要があること、新たな日常「ニューノーマル」に対応した感染予

防対策、テレワークなどの働き方の多様化が進む中、安全で快適な旅行スタイルに対応

した施策を展開していく必要があることから、２０２１年３月に第３期を改定しました。

今後、当面の間、新型コロナウイルス感染症による影響が残ることが見込まれ、また、

観光のあり方そのものが大きく変わっていく中で、これまで以上に県民、観光関係者と

行政が一体となって、新たな観光需要を受け入れる体制を整備し、徳島の優位性を打ち

出す取組を強化していく必要があります。

このようなことから、２０２３年度からの第４期においては、ポストコロナ新時代に

おける新たな観光につながる取組を進めるとともに、県民、各地域、観光事業者、行政

など多様な主体が一体となって「オール徳島」で観光誘客のさらなる促進を図り、観光

産業が本県の「リーディング産業」となるための「羅針盤」として、新たな計画を策定

することとします。

（２）計画期間

観光振興基本計画は、県政運営方針である「徳島県総合計画」を実現するための分野

別計画であることから、同計画との整合性を図るため、２０２３年度から２０２６年度

までの４年間としております。
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２ 観光を取り巻く状況

（１）新型コロナウイルス感染症の影響

①世界の観光

ＵＮＴＷＯ（国連世界観光機関）によると、２０２０年の国際観光客到着数は、前例

のない需要の減少と、観光を目的とした、広範な渡航制限により、前年２０１９年比で

７４％減少、１０億人減少した観光史上最悪の年となり、翌年２０２１年は前年比４％

増の４億１，５００万人と好転したもののパンデミック前の２０１９年を７２％下回り

ました。

２０２２年になると、徐々に回復を続け、多くの国が渡航制限を緩和・解除したこと

により、同年の国際観光は９億人を超え、前年の約２倍となりましたが、依然パンデミ

ック前と比較するとの６３％の水準です。

ＵＮＴＷＯによる前向きなシナリオでは、２０２３年は国際観光客到着数景気減速の

程度、アジア・太平洋地域での旅行の回復の持続、ウクライナへのロシアの攻撃の展開

などに依拠するが、パンデミック前の水準の８０％から９５％に達する可能性もあると

されています。

②日本の観光

国は、２００８年、観光立国の実現に向けた旗振り役として観光庁を設置し、日本の

魅力の発信や訪日外国人旅行者の受入環境の整備、戦略的なビザ緩和など、国を挙げた

施策を強力に推進しています。

２０１６年に策定された「明日の日本を支える観光ビジョン」においては、「地方」

と「消費」がキーワードになっており、２０２０年の目標指標を訪日外国人旅行者数は

４千万人、訪日外国人旅行消費額は８兆円に、２０３０年の目標指標を訪日外国人旅行

者数は６千万人、訪日外国人旅行消費額は１５兆円に設定しました。

加えて、新たな目標指数として、三大都市圏以外の「地方部での外国人延べ宿泊者数」

を、２０２０年に７千万人泊、２０３０年に１億３千万人泊に設定しました。

結果、２０１９年には、２０１２年の約３．８倍の３，１８８万人の訪日外国人旅行

者が訪れ、訪日外国人旅行消費額についても４．８兆円と同年からの約４．４倍の伸び

となったほか、日本人国内旅行消費額についても、２０１９年の実績値で、一年前倒し

で達成するなど順調に推移してきました。

しかしながら、新型コロナウイルス感染症の感染者数増加を受け、国による水際対策

の強化、各都道府県によるイベントの自粛要請、都道府県境をまたぐ人の移動の自粛要

請などにより、旅行者数は大きく減少、２０２１年の国内の延べ宿泊者数は３億１，７

７７万人泊（２０１９年比４６．７％減少）、外国人延べ宿泊者数は４３２万人泊（２

０１９年比９６．３％減少）と調査開始以来最低を記録しました。

こうした中、２０２０年７月には「観光ビジョン実現プログラム２０２０」、１２月

には「感染拡大防止と観光需要回復のための政策プラン」を策定し、感染拡大防止の徹

底を大前提に、当面の観光需要の回復を担う日本人国内旅行の需要を強力に喚起しつつ、
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本格的なインバウンド回復に備えた取組を進めることとし、さらに２０２２年１０月に

は「インバウンドの本格的な回復に向けた政策パッケージ」を決定し、インバウンド消

費５兆円超の速やかな達成を目指し、日本各地の魅力を全世界に発信する「観光再始動

事業」をはじめ集中的な取組を実施することとしています。

○２０１９年までは過去最高を更新していた訪日外国人旅行者数・訪日外国人旅行消費

額がともに新型コロナウイルス感染症の影響で大幅な落ち込み

○日本人国内延べ旅行者数・日本人国内旅行消費額はインバウンドほどではないものの

大きな落ち込み

○宿泊者数についても特に外国人の宿泊者数が大きく落ち込む一方で、客室稼働率は横

ばい
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（２）人口減少・高齢化の進展

我が国は、世界に例を見ない速さで人口減少と高齢化が進み、人口は２０１５年の約

１億２千７百万人から、２０３０年に約１億１千９百万人、２０５３年には約９千９百

万人と１億人を割り込み、２０６０年には、約９千２百万人にまで減少すると予測され

ています。

年少人口（０～１４歳）と生産年齢人口（１５～６４歳）は減少の一途をたどり、老

年人口（６５歳以上）は、第二次ベビーブーム世代が老年人口に入った後の 2042 年に
約３千９百万人でピークを迎え、その後は一貫して減少に転じ、２０５０年に約３千８

百万人（３７．７％）、２０６０年には約３千５百万人（３８．１％）と、全人口の約

４割が６５歳以上となる見込みです。

本県では、全国を上回る速度で人口減少・高齢化が進み、２０１５年の約７６万人が、

２０３０年に約６５万人、２０４５年には約５４万人にまで減少すると予測されていま

す。

年少人口（０～１４歳）は減少が続き、２０１５年の約９万人（１１．７％）が、２０

３０年には約７万人（１０．２％）、２０４５年には約５万人（９．７%） となる見込

みです。

生産年齢人口（１５～６４歳）も同様に減少を続け、２０１５年の約４３万人（５７．

４％）が、２０３０年には約３５万人（５３．１％）、２０４５年には約２６万人（４

８．８％）にまで減少します。

老年人口（６５歳以上）は、２０１５年の約２３万人（３１．０％）が、２０３０年に

約２４万人（３６．７％)、２０４５年には約２２万人（４１．５％）となる見込みで

す。

本県では、特に生産年齢人口の減少率が大きく、観光産業においては、一層、担い手

の確保が大きな課題となっていくものと考えられます。

また、全国的に老年人口の割合が増加することが見込まれ、人口構成の変化と各世代
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のニーズを的確に捉えた観光コンテンツの開発、受入環境整備、プロモーションの展開

が求められています。

（３）デジタル化の進展

スマートフォンの保有率が世帯で８８．６％、個人でも７４．３％、インターネット

利用率も８２．９％と年々上昇し、２０２１年にはデジタル庁が発足、さらには新型コ

ロナウイルス感染症の拡大に伴い、テレワークやオンライン会議の導入、イベントのイ

ンターネット配信の普遍化など、社会のデジタル化がより一層加速しています。

観光分野においても、オンラインによる旅行・宿泊予約が定着し、スマートフォンの

普及により旅行者側のデジタル化が進展する一方で、オンライン対応を旅行代理店やＯ

ＴＡに依存してきた宿泊施設等の地域の受入側においてデジタル化の遅れがみられま

す。

国内外の需要を地域に取り込む観光は、地方経済を支える重要な産業であり、趣味・

嗜好が多様化している現代の旅行者に対するオンラインによる適切な情報提供やサービ

ス提供、デジタル技術とリアルな観光資源の融合による新たな観光コンテンツや付加価

値の創出、デジタル技術を活用した受入環境整備や、ビッグデータ等の分析に基づく観

光地経営戦略の変革など観光産業のデジタル実装を進めることにより、旅行者の消費拡

大や再来訪の促進等を図り、ひいては地域の収益の最大化を図ることが期待されます。
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（４）旅行者の意識の変化、旅行ニーズの多様化

新型コロナウイルス感染症の拡大前から、団体旅行から個人旅行への旅行形態の変化

の傾向があったことに加え、近年は、ニューノーマルに対応した旅行スタイルとしての、

時期・地域の分散化、一箇所に長期間滞在し静養や体験型を始めとしたレジャーを楽し

む「滞在型観光」、近隣地域内での観光「マイクロツーリズム」、テレワークの普及に伴

う新しい働き方としての「ワーケーション」などが注目されています。

また、デジタル化の進展に伴い情報収集・情報発信が容易になったことから、今後、

一層、旅行ニーズの多様化が進むと考えられます。

豊富な自然・文化資源を有する本県においては、このような旅行者の多様なニーズへ

の対応が可能であり、ソフト面・ハード面でのさらなる充実が求められます。

①個人旅行の比率の増加

国内宿泊旅行におけるパック・団体旅行に対する個人旅行の割合は新型コロナウイル

ス感染症拡大以前から緩やかに上昇しています。

新型コロナウイルス感染症の拡大後は、できるだけ人と接触する機会を減らすタイプ

の旅行が更に増え、特に日帰り旅行における個人旅行の比率が高まっています。

②マイクロツーリズムの進展

近隣地域内での観光（いわゆるマイクロツーリズム）の割合は、２０１９年から２０

２１年にかけて国内全エリアで増加傾向を示しています。

③ワーケーションの普及

近年のテレワークの普及に伴い、新しい働き方として「ワーケーション」の関心が高

まりつつあります。

「ワーケーション」とは、テレワーク等を活用し、普段の職場や自宅とは異なる場所



- 8 -

で仕事をしつつ、自分の時間も過ごすことであり、平日の長期滞在が見込まれる旅行形

態です。

「サテライトオフィス」”発祥”の地として、全国トップレベルの誘致を実現し、「リ

モートワーク」の必須基盤である「全国屈指の光ブロードバンド環境」を誇る本県にお

いては”徳島ならでは”の「ワーケーション」＝「アワ（阿波）ーケーション」を推進

しています。

④旅行時期の分散化

新型コロナウイルス感染症の影響下においては旅行者自体の減少もあり、新型コロナ

ウイルス感染症拡大前の２０１９年にみられた春夏頃のピークが沈静化しており、国内

の感染状況や旅行者マインド等に左右される側面はあるものの、旅行時期の分散化の動

きがみてとれます。

旅行時期の分散化には、「混雑回避・感染リスクの低下」、「働き方の改善」、「平日・

閑散期の宿泊など新たな旅行需要の創出」などのメリットがあり、新型コロナウイルス

感染症による「働き方の多様化」・「休暇の分散化」などの社会変化は観光市場の拡大の

チャンスと考えられます。

⑤観光地選択の変化

新型コロナウイルス感染症の影響により延べ旅行者数が全国的に減少する中、特に、

２０１９年の延べ旅行者数が多い地域にておいて大きく減少しており、従来は旅行者の

多かった主要観光地や人口密集地域である都市圏を避けるなど、地域ごとの旅行者数の

格差が縮小傾向にあります。
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（５）持続可能な観光

２０１５年９月の国連総会で、先進国と開発途上国が共に取り組むべき国際社会全体

の普遍的な目標「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」が全会一致で採択され

ました。

２０３０年までの「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」として、１７のゴール（目標）

と１６９のターゲットが掲げられ、「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し、国連

に加盟するすべての国が、あらゆる形態の貧困や飢餓の撲滅、質の高い教育の確保、気

候変動やその影響の軽減などに取り組むこととしています。

観光については、国際連合が２０１７年を「持続可能な観光国際年」を定めるととも

に、国連世界観光機関（ＵＮＷＴＯ）は１７の目標のうち、目標８「働きがいも経済成

長も」、１２「つくる責任つかう責任」、１４「海の豊かさを守ろう」に重点を置いて、

持続可能な観光を推進しています。

新型コロナウイルス感染症の拡大は、持続可能な観光への意識を更に高めており、世

界の旅行者の６割以上が「パンデミックの影響で今よりサステイナブルに旅行したいと

思うようになった」と回答した調査もあり、今後、観光施策を進めていく上で、観光、

経済、社会、環境の調和する取組を一層加速させていくことが求められています。
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（６）本県の状況

①「第３期・改定版」における取組

令和２年度末に、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に対応するため、令和３年度

以降の「徳島県観光振興基本計画（第３期）」の施策等について改定を行い、

①国内誘客強化施策

②滞在型観光推進施策

③国際観光プロモーション施策

④ニューノーマルＭＩＣＥ誘致促進施策

の４つの「重点施策」及びその重点施策の推進に向けた共通の取組である７つの「基本

施策」を実施しました。

【主な取組】

①国内誘客強化施策

・県内「観光・宿泊施設」、「行政」が参加した、挙県一致による徳島県単独の

「『オール徳島』観光商談会」など、「旅行会社向けプロモーション」、

②滞在型観光推進施策

・「イーストとくしま観光推進機構」や「四国の右下観光局」、「そらの郷」の

県内３つの「地域連携ＤＭＯ」と連携した「県内周遊ルートづくり」

③国際観光プロモーション施策

・海外旅行会社に対する「オンライン商談会」の実施や、海外に影響力を持つ、

国内在住の「インフルエンサー」を活用した、観光情報の発信

④ニューノーマルＭＩＣＥ誘致促進施策

・「ＭＩＣＥ商談会」へのオンライン参加による本県の助成制度のＰＲ

【コロナ禍における取組】

新型コロナウイルス感染症の影響により深刻な影響を受けた観光事業者を支援する目

的で、全国に先んじて２０２０年６月から宿泊助成「とくしま応援割」を実施、土産物

店、飲食店等で使用できる割引クーポンとあわせて観光需要を喚起しました。

また、「宿泊施設」に加え、「旅行会社や観光施設、土産物店」などに対し、アフター

コロナを見据えた「設備投資」や「施設改修」などの「前向き投資」を支援しました。

【サステナブルツーリズム】

旅行者の「意識やスタイル」が多様化する中、特に、持続可能な観光「サステナブル

ツーリズム」など、「新たな旅」への関心が高まっており、本県においても、豊かな「自

然や食、伝統文化」といった「徳島ならでは」の魅力を活かした滞在型観光にいち早く

取り組み、「旅行会社との商談会」や「観光キャンペーン」を通じ、積極的なＰＲを行

ってきました。

こうした取組が国内外から注目をされ、「上勝町の自然と共生したまちづくり」など

本県のサステナブルな取組が世界的に大きく注目を集めています。
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②観光統計の状況

本県の観光入込客数、延べ宿泊者数は２０１９年までは増加傾向となっておりました

が、２０２０年以降は新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を受け、大きく減少して

います。

観光消費額は年によって上下あるものの、２０１７年から２０１９年にかけては増加

傾向であり、２０２１年の観光消費額は新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を受け

ているにも関わらず、コロナ禍前の２０１７年を上回っています。

また、一人当たり観光消費額は年々増加しており、２０２１年は２０１７年の８３．

５％増となっています。

旅館・ホテル営業の施設数については、全国はほぼ横ばいとなっておりますが、本県

は減少傾向となっています。

一方で、簡易宿所については、全国的に増加傾向となっておりますが、本県は全国を

上回る増加率となっています。
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旅館・ホテル営業施設の客室数については、全国的に増加傾向ですが、本県では２０

２０年度から２０２１年度にかけて３００室減少しています。

客室稼働率については、新型コロナウイルス感染症の拡大により、本県も全国同様に

大きく落ち込んだものの、２０２１年は大きく回復し、過去最高となる全国１２位の稼

働率となりました。
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本県の外国人宿泊客数は、２０１１年からの８年間で約６倍増加し、順調に推移して

いましたが、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う諸外国からの入国制限などの影響

を受けた結果、２０２０年、２０２１年は激減しています。

本県宿泊客数のうち外国人の占める割合は、全国に比べて低い傾向にあり、２０１９

年の統計では、来県された外国人宿泊者は香港、台湾、中国の３国・地域で６割を超え

ています。

２０１３年度に、県、市町村、経済団体、旅館業、飲食業、旅行業、運輸業など県内

約３８０団体からなる「とくしまコンベンション誘致推進協議会」を設立し、県を挙げ

てコンベンション誘致に取り組んでおり、コンベンション参加者数は増加傾向にあり、

２０１６年度には、中四国大会以上の参加者数は約１３万人となったところです。

しかしながら、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い大規模大会等の開催の中止等

により、２０２０年度、２０２１年度の参加者数は大きく落ち込んでいます。
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３ 本県観光の目指す姿

（１）目指す将来像・基本的な方向性

観光は少子高齢社会において将来の定住につながる交流人口の拡大に重要な役割を担

うとともに、県民の本県の歴史、文化等に対する理解を深め、県民が地域への誇りと愛

着を持つことができる活力に満ちた地域社会の実現を促進するものです。

そして、観光を支える産業は、旅行業や旅館業のみならず、本県の基幹産業である農

林水産業や商工業をはじめとする幅広い分野の事業に及ぶ総合的なものであり、地域経

済の活性化、雇用機会の拡大、潤いのある豊かな生活環境の創造等、様々な領域に貢献

するものです。

新型コロナウイルス感染症の拡大を経て、人々の働き方やライフスタイル、観光ニー

ズが変化する中、持続可能な観光を県民、市町村、観光事業者、観光関係団体等様々な

主体と協働して推進することにより、次のような将来像を目指します。

【目指す将来像】

◆ 新たな「旅行トレンド」に対応した観光素材が続々と創出され、インターネットや

ＳＮＳを通じ全世界に発信されることで、世界から「ぜひ訪れたい観光地」としての

認知が広がり、多くの観光客が繰り返し本県を訪れることにより、本県全体が活力に

あふれています。

◆ 「２０２５年大阪・関西万博」や「ワールドマスターズゲームズ２０２７関西」の

開催を契機として、アジアをはじめ欧米豪から、徳島の豊かな自然・文化・食、「心

温まるお接待文化」に惹きつけられた多くの外国人が本県を訪れ、国際交流の活性化

が図られています。

◆ 地域の景観や自然環境と調和した徳島ならではの「持続可能な観光地域づくり」

が推進され、サステナビリティ意識の高い旅行者が多く訪れ地域住民と交流するとと

もに、県民において、地域への誇りや愛着が生まれています。

◆ 県産品や豊かな食を、観光と一体となって国内外に売り込むことにより、とくしま

ブランドの確立、徳島のイメージアップが図られるとともに、「徳島ファン」が増加

し、県産品の振興、観光誘客促進につながっています。

【基本的な方向性】

本計画における基本的な方向性とは、観光の振興に関する施策を戦略的かつ積極的に

推進するために踏まえるべき視点であり、次の３つを定めます。

・施策を着実に実施することにより、観光消費額と宿泊者数の増加を図る。

・施策ごとに各主体の役割分担、目標を明確にし、毎年次着実な進捗管理を図る。

・観光が本県経済を支える成長産業となるよう、官民一体「オール徳島」で施策を推進。
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（２）本県観光の強み弱み等

観光統計や徳島県観光審議会における委員意見、デジタルマーケティング分析等をも

とに、本県観光の強みや弱み等を分析します。

プラス要因 マイナス要因

強み 弱み

・唯一無二の自然・文化・観光資源（阿波おど ・全国より早い人口減少・少子高齢化

り、サーフコート、世界農業遺産、ＤＭＶ） ・少ない宿泊施設

・サステナブルな取組（上勝町・水素エネの積 ・宿泊施設、観光施設における人材不足（インバウ

極的利用、エシカル消費、）を全国に先んじて ンド・デジタル対応、サービスマインド）

内 実施 ・本県の魅力を伝えることのできる県民が少ない

部 ・マチ★アソビ、ＤＭＶなど新たな観光資源 ・観光施策を県民が知らない

要 ・Ｊリーグなど各種プロスポーツチームが揃っ ・魅力ある店舗、集客力のある施設の少なさ

因 ている。 ・交通の利便性の悪さ・二次交通が脆弱

・田舎ならではの生活を体験可能 ・体験・お土産など１箇所で完結するような施設が

・四国・関西・瀬戸内３つの広域連携ＤＭＯに ない

所属 ・ＳＮＳなどデジタルを活用したＰＲが少ない

・万博やワールドマスターズゲームズの開催地 ・県外へのＰＲの弱さ

・関西圏と近距離 ・活用できるデータが少ない

・全国屈指の光ブロードバンド環境・県内全域 ・外国人の滞在時間が短く、ルートも「高松市・三

をカバーする地域連携ＤＭＯ 好市・高知市」、「淡路・鳴門市・徳島市」に固定。

・欧米豪において高い認知度 ・日本人旅行者も徳島市・鳴門市・三好市に集中。

・宿泊単価が伸びている。

機会 脅威

・万博などビッグイベントの開催 ・長期化する新型コロナウイルス感染症の影響

・マイクロツーリズム、ワーケーション、滞在 ・新たな感染症や大地震など自然災害の脅威

型観光などツーリズムの考え方の変化、量よ ・国内市場の縮小（人口減少、景気後退の懸念）

り質を志向 ・地域間競争の激化

外 ・サステナブルへの関心の高まり

部 ・観光立国復活への取組に向けた国の方針（イ

要 ンバウンド消費拡大・地方誘客促進・持続可

因 能な地域づくり）

・観光地や宿の高付加価値化、デジタル化の進

展

・水際措置の緩和

以上の分析を、「強み×機会（積極化）」、「強み×脅威（差別化）」、「弱み×機会（改

善）」、「弱み×脅威（防衛・撤退）」という４つのパターンで、戦略を明確にします。
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【強み×機会（積極化戦略）】

・本県には自然、文化、食、歴史、スポーツ、アウトドア、祭り、イベントなど観光コ

ンテンツが豊富にあり、多様化する観光客の嗜好に合わせた観光コンテンツの作り出

すことで、それぞれの好みに合った旅行体験を提供することができます。

・近年大きな注目を浴びているサステナブルツーリズムについても本県は全国に先んじ

た取組を行っており、外国人を誘客するに当たり、強みとなり得ることから、重点的

な取組が効果的と考えられます。

・これらを推進するに当たり、本県では３つの地域連携ＤＭＯが県内全域をカバーして

おり、これらのＤＭＯによる地域一体となった取組が重要です。

・３つの広域連携ＤＭＯに属する本県は四国だけでなく、関西、瀬戸内など様々なルー

トを通じた観光誘客が期待できることから一層の連携を図る必要があります。

・「２０２５年大阪・関西万博」や「ワールドマスターズゲームズ２０２７関西」は、

インバウンド誘客の非常に大きなチャンスであり、それまでに観光コンテンツや受入

体制を整えて、本県の魅力を積極的に発信する必要があります。

・新型コロナウイルスの感染拡大に伴う滞在型観光やワーケーションなど新しい旅行需

要の高まりは、豊富な観光資源を有する本県にとっても大きなチャンスです。

【強み×脅威（差別化戦略）】

・国内市場の縮小や地域間競争の激化といった脅威に対しては、本県特有の観光コンテ

ンツに磨きをかけ、付加価値を増すことにより、他都道府県の差別化を図ることが必

要です。

【弱み×機会（改善戦略）】

・弱みとしてあげられる、受入体制の弱さ（ソフト面・ハード面）、プロモーションの

弱さは改善する必要があり、官民一体となった取組が必要です。

・プロモーション力向上、おもてなし力向上のため、徳島の魅力を県民にも一層知って

もらう必要があります。

・プロモーションにあたっては、効果的な施策は引き続き実施するとともに、影響力の

強いインフルエンサー等の活用も必要です。

・ハード面や県民・事業者のサービスマインドなど弱みを克服することは短期間で克服

することは困難であることから、地道な取組が必要です。

・人材面の弱さ（デジタル面・サービスマインド）は他都道府県においても同様と考え

られ、時間はかかるものの各主体が積極的に取り組む必要があります。

・戦略的なＰＲ、コンテンツの整備のため、観光データの継続的な分析が必要です。

【弱み×脅威（防衛・撤退）】

・大規模災害発生時の観光施設等の対応は平時から備え、影響を最小限にする必要があ

ります。

・新型コロナウイルス感染症での経験を踏まえ、観光ＤＸ化の推進が必要です。
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こういった内容を、本計画における、人材の確保・育成などの「推進体制強化」、多

様なニーズに応える「観光コンテンツの充実」、ビッグイベント開催に向けた「観光客

の受入環境整備」、国内外への「情報発信・誘客営業の強化」などの施策に反映します。

（３）施策体系

次の５つを本計画において県が行う基本施策として定め、次の体系により施策・事業

を展開します。

①「オール徳島」での観光振興の推進体制強化

・観光データの活用

・観光産業を支える人材の確保・育成

・国・市町村・事業者・ＤＭＯ等との積極的な連携

②サステナブルな観光コンテンツの充実

・サステナブルツーリズムの推進

・徳島ならではの観光資源の高付加価値化促進

③ビッグイベントの開催に向けた「観光客の受入環境整備」

・新たな感染症への対応、外国人旅行者も含めた危機管理体制の強化

・宿泊施設・観光施設等の受入環境整備

・万博を見据えた移動環境整備

④ポストコロナ新時代に向けた「情報発信力の強化」、「誘客営業の強化」

・ターゲットに合わせた戦略的な情報発信

・徳島の特産品を活用した情報発信

・他自治体等との連携による情報発信

・本県の特色を生かしたＭＩＣＥ誘致促進

⑤戦略的なインバウンド誘客の推進

・アフターコロナに向けた訪日外国人の周遊促進

・国際ＭＩＣＥ誘致促進
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（４）数値目標

■基本目標

現況値 目 標 値
項 目

２０２１年度 ２０２３年度 ２０２４年度 ２０２５年度 ２０２６年度
(R3) (R5) (R6) (R7) (R8)

延べ宿泊者数 １６０ ２１０ ２３０ ２５０ ２５０
（万人・暦年）

延べ観光入込客数 １，１１１ １，６５０ １，８００ １，９５０ １，９５０
（万人・暦年）

年間観光消費額 ９２９ １，０６０ １，１３０ １，２００ １，２００
（億円・暦年）

■参考目標

①「オール徳島」での観光振興の推進体制強化

現況値 目 標 値
項 目

２０２１年度 ２０２３年度 ２０２４年度 ２０２５年度 ２０２６年度
(R3) (R5) (R6) (R7) (R8)

「おもてなしタク ９９ １０５ １１０ １１５ １２０
シー」の指定車数
（累計）

「徳島ＧＧクラブ」 １４０ １６０ １７０ １８０ １９０
会員数

②サステナブルな観光コンテンツの充実

現況値 目 標 値
項 目

２０２１年度 ２０２３年度 ２０２４年度 ２０２５年度 ２０２６年度
(R3) (R5) (R6) (R7) (R8)

観光満足度の向上 ５３．８ ５４．２ ５４．４ ５４．６ ５４．６
（非常に満足：％）

体験型教育旅行に １，３２７ １，９１０ ２，２９２ ２，７５０ ３，３００
おける延べ受入泊
数（協議会受入）

③ビッグイベントの開催に向けた「観光客の受入環境整備」

現況値 目 標 値
項 目

２０２１年度 ２０２３年度 ２０２４年度 ２０２５年度 ２０２６年度
(R3) (R5) (R6) (R7) (R8)

宿泊施設の客室稼 ３９．２ ５０ ５１ ５２ ５２
働率（％）

旅行者のうち宿泊 ４４．３ ４６ ４７ ４８ ４８
者の割合（％）
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④ポストコロナ新時代に向けた「情報発信力の強化」、「誘客営業の強化」

現況値 目 標 値
項 目

２０２１年度 ２０２３年度 ２０２４年度 ２０２５年度 ２０２６年度
(R3) (R5) (R6) (R7) (R8)

観光商談会参加者 ９９４ １，６００ １，９００ ２，２００ ２，５００
数（累計）

観光プロモーショ ３０ ９０ １２０ １５０ １８０
ン（観光セミナー
・商談会等）実施
回数（累計）

各国大使館等と連 ２７ ３５ ４０ ４５ ５０
携した「阿波おど
り」の海外公演、
指導者派遣やオン
ライン配信等によ
る魅力発信回数
（累計）

ロケ支援件数 ３８ ５０ ５５ ６０ ６０

コンベンション １０ ５０ ７０ ９０ ９０
（中四国規模以上）
の参加者数（千人）

県がサポートする ０．９ ３．６ ４．０ ４．５ ４．５
県外・海外商談会
及びフェアにおけ
る成約・売上額
（億円）

伝統的工芸品の国 ２７ ３１ ３３ ３５ ３５
内外の工芸品展及
び見本市出展件数

コンビニ型アンテ ８５１ ８９０ ９３０ ９６０ ９９０
ナショップの新規
取扱商品数（累計）

⑤戦略的なインバウンド誘客の推進

現況値 目 標 値
項 目

２０２１年度 ２０２３年度 ２０２４年度 ２０２５年度 ２０２６年度
(R3) (R5) (R6) (R7) (R8)

外国人延べ宿泊者 １０ ４０ ７０ １００ １００
数（千人・暦年）

国際会議の誘致件 ０ ２ ３ ４ ４
数



- 20 -

４ 施策展開

（１）「オール徳島」での観光振興の推進体制強化
新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、デジタル化の急速な進展や観光客のニーズ

の多様化など、観光業界を取り巻く状況が目まぐるしく変化する中、観光産業が一日も

早く復活し、本県経済を牽引するリーディング産業と成長するためには、行政や観光関

連事業者のみならず、県民や異業種も含めた「オール徳島」で観光誘客を図る必要があ

ります。

また、魅力ある本県の観光素材を旅行者のニーズに沿うよう、的確に届けるためには、

「観光データの活用」や地域の観光産業を支える人材の確保・育成が不可欠です。

① 観光データの活用

多様化する観光客のニーズや変化する観光を取り巻く環境、本県観光の現状と課題を

様々な観光データを活用することにより、的確に把握・分析し、戦略的な観光誘客につ

なげます。

ア データの活用による戦略的な観光誘客（県・観光関連団体・観光事業者）

【主な取組例】

・県が実施する県内観光地を訪れた観光客に対する、訪問地点数や観光地点消費額単価

等の調査（観光パラメータ調査）の充実

・国、県、事業者、ＤＭＯ等が実施する様々な観光調査の結果を観光事業者等へ展開す

ることによる現状と課題の認識の統一

・観光客をはじめ、県内の宿泊事業者、旅行会社など観光事業者の声の聞き取り及び施

策への反映

・誘客ターゲットとしている国や地域のマーケティングの強化、戦略的な誘客施策の策

定

② 観光産業を支える人材の確保・育成

外国人旅行者対応やデジタル化対応、十分なサービスマインドを持った人材など観光

産業の人材不足が課題となる中、持続可能な観光地に向け、観光人材の確保・育成を図

ります。

ア 地域を牽引する人材の育成（県・市町村・観光関連団体・観光事業者・県民）

【主な取組例】

・新しい「旅行スタイル」や「旅行トレンド」など、観光産業の変化に対応できる次世

代の観光人材の育成や、リカレント教育の推進により、アクティブシニアを含む多様

な人材が活躍できる機会の創出を目的とした「とくしま観光アカデミー」の開催

・埋もれた観光コンテンツの発掘・磨き上げ、県内外への発信等地域の観光をプロデュ

ースできる人材やデジタル技術やデータを活用して地域の観光戦略をプロデュースで
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きる観光ＤＸ人材の育成促進

・国で実施する人材育成支援事業の観光関連団体や観光事業者への展開

・県民の郷土に対する理解・関心を深める歴史・文化・自然に関する講座等について、

オンラインなどニーズに応じた開催形態による、学習機会の提供

・県内観光地を訪問し、魅力を体感した県民自らインフルエンサーとなっての観光客と

の交流や口コミ投稿、文化・自然・イベントのＳＮＳ等による魅力の発信

イ おもてなし力の向上（県・観光関連団体・観光事業者）

【主な取組例】

・観光ボランティアガイド活動を通じて観光振興に貢献している団体や個人に対する表

彰の実施による、活動の認知度向上や活動従事者の意欲の向上促進

・本県を訪れた観光客に快適に観光を楽しんでいただくため、タクシードライバーの「お

もてなし力」の向上や体験型観光インストラクターに対する研修の実施

・観光事業者等のサービスマインド向上のための研修会や意見交換の場の設定

③国・市町村・事業者・ＤＭＯ等との積極的な連携

地域連携ＤＭＯや市町村、観光協会等を中心に、様々な分野・業種の事業者や地域住

民と連携により、観光地域づくりや各種プロモーションを推進します。

国や四国、瀬戸内、関西で形成されている広域連携ＤＭＯ等と連携し、スケールメリ

ットを活かした施策に取り組むことにより、集客力の高い広域観光施策を推進します。

ア 県内市町村や観光事業者等との連携（県・市町村・観光関連団体・観光事業者）

【主な取組例】

・そらの郷、イーストとくしま観光推進機構、四国の右下観光局の県内３つの地域連携

ＤＭＯを中心とした観光地域づくりの推進

・県、市町村、県観光協会、地域連携ＤＭＯ、観光事業者の連携による新たな地域資源

の発掘、旅行商品造成、プロモーション

イ 国・近隣府県との連携（県）

【主な取組例】

・県民・観光事業者の現場の声をくみ取った上での国の施策や予算に対する政策提言

・国が実施する観光関連事業の市町村、観光協会、地域連携ＤＭＯ、観光事業者等への

情報共有

・四国他県等の近隣府県との連携による、県をまたいだモデルコースの造成や 共同の

観光プロモーション等による、エリア一体となった誘客促進



- 22 -

（２）サステナブルな観光コンテンツの充実
本県は、東部、西部、南部の３エリアに自然、食、歴史・文化、芸術など特徴や魅力

の異なる様々な観光資源が存在しており、「量の観光」から「質の観光」が重視される

近年の旅行者の多様なニーズに十分対応できる可能性を有しています。

「２０２５年大阪・関西万博」の開催を契機に、徳島ならではの強みである「サステ

ナブルツーリズム」を全面に生かした付加価値の高い旅行商品の創出により、「何度で

も訪れたくなる県」としてリピーターの確保・観光消費額の増加につなげます。

【施策展開】

①サステナブルツーリズムの推進

世界的に「サステナブルツーリズム」への関心が高まっている中、本県が世界の旅行

者から選ばれる観光地となるため、ＳＤＧｓの視点を踏まえた「観光による持続可能な

地域づくり」を進め、新たな観光ブランドの確立を図ります。

ア 「サステナブルツーリズム」の推進による新たな観光ブランドの確立

（県・市町村・観光関連団体・観光事業者）

【主な取組例】

・「２０２５年大阪・関西万博」を見据え、本県の強みであるＳＤＧｓの取組を生かし

た「サステナブルといえば徳島」としての新たな観光ブランドの確立と発信

・県、県観光協会、地域連携ＤＭＯからなる「徳島県ＤＭＯ観光推進協議会」によるサ

ステナブルな観光コンテンツを巡るファムツアーやサステナブルツーリズムへの理解

を深めるワークショップの開催

・地域連携ＤＭＯが取り組む「サステナブルなコンテンツ」の発掘や磨き上げの支援

・「２０２５年大阪・関西万博」を契機に本県が教育旅行の訪問先に選ばれるような、

ＳＤＧｓに対応したプログラムの設定、営業ツールの制作、誘致活動の強化

②徳島ならではの観光資源の高付加価値化促進

徳島県が「まるごとパビリオン」化する「２０２５年大阪・関西万博」に向け、２０

２３年「プレ ² 万博」、２０２４年「プレ万博」を通じ、徳島ならではの様々な観光資
源を、高付加価値な（徳島でしか体験できない満足度の高い）旅を求める旅行者に訴求

するサステナブルなコンテンツとなるよう、さらなる充実を図るとともに、新たな観光

資源の発掘、磨き上げを行います。

ア 阿波おどりの最大活用

【主な取組例】

・春を彩る「はな・はる・フェスタ」や、夏本番の阿波おどりの開催が「２０２５年大

阪・関西万博」開催時期と 重なる好機を活かした誘客ＰＲや安全安心な阿波おどり

イベントの開催支援

・「２０２５年大阪・関西万博」を控え、阿波おどりを通じた国内外からの誘客を図る
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ため、「秋の阿波おどり」における世界を対象にした新たなプログラムの実施

・冬期における「阿波おどり」の活用

・インスタグラムやＴｉｋＴｏｋなど若者が多く利用するＳＮＳを活用した新たな阿波

おどりイベントの開催

・「２０２５年大阪・関西万博」をゲートウェイとしたインバウンドの需要拡大につな

がる阿波おどりを活用した海外向けプロモーションの実施などさらなる国際化の促進

イ 徳島ならでは魅力の活用（県・市町村・観光関連団体・観光事業者）

【主な取組例】

・「鳴門の渦潮」や「大歩危・祖谷」をはじめとする県内の主な観光地、県ゆかりの偉

人、周辺の観光施設、食や景観などの魅力に触れ、リピーターへと繋がるような観光

地づくりの推進

・アニメを核としたイベント「マチ★アソビ」、ボランティアによる「おもてなし」 が

全国的に高い評価を受けている「とくしまマラソン」など、「徳島ならでは」のイベ

ントのさらなる充実及び「２０２５年大阪・関西万博」の開催を見据えた、情報発信

の強化や誘客促進

・阿佐海岸鉄道において、２０２１年１２月、世界初の本格的な営業運行を開始した、

線路と道路の両方をシームレスに走行する「ＤＭＶ」や、２０２０年１０月に運行を

開始した、吉野川の風景や地元の食や地酒を楽しむことができる観光列車「藍よしの

がわトロッコ」など移動そのものが魅力的なコンテンツの食や景観等既存のコンテン

ツと組み合わせた戦略的なプロモーション

ウ 体験型観光の推進（県・観光関連団体・観光事業者）

【主な取組例】

・自然・歴史・文化など本県の優れた地域資源を活かした体験メニューや受入体制の充

実による体験型観光の推進

◇主な体験プログラム

・自然体験（ウミガメとのふれあい、サンゴ移植など）

・農業体験（田植え、果物・野菜収穫、茶摘み、コエグロづくりなど）

・漁業体験（定置網漁、養殖業など）

・味覚体験（イセエビ料理、イカの一夜干し作り、そば打ち、ジビエ料理、

きなこ飴づくりなど）

・歴史文化体験（阿波おどり、お遍路、よびごと、ホラ貝吹きなど）

・伝統工芸体験（藍染め、大谷焼、竹細工、阿波和紙手漉き、かずら工芸など）

・野外活動体験（キャンプ・登山・トレッキング・ハイキング・釣りなど）

※コエグロ：ススキやカヤを束ねて、円錐状に積み上げる肥料の保存方法

よびごと：昔、祖谷地方の山から山へ伝言し情報を伝達していた、その方法

・「２０２５年大阪・関西万博」を契機に本県が教育旅行の訪問先に選ばれるような、

ＳＤＧｓに対応したプログラムの設定、営業ツールの制作、誘致活動の強化（再掲）

・体験型や食の要素を取り入れた新たなツーリズムを開発する観光関連団体・事業者等
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を支援し、国内外の富裕層を含む旅行者の誘客を推進

エ 豊かな自然環境を生かしたアウトドアスポーツツーリズムの推進

（県・観光関連団体・観光事業者）

【主な取組例】

・海・山・川と三拍子そろった県南部、剣山や吉野川を核とした県西部など、風光明媚

な景観や豊かな自然環境を生かしたアウトドアスポーツを切り口とした誘客促進

◇主なアクティビティ

サーフィン、スキューバダイビング、シーカヤック、サップ、マラソン、

サイクリング、カヌー、ラフティング、ウェイクボード、剣山トレッキング、

ポタリング、ツリートレッキング、ヨガ、テントサウナ、キャンプ

オ ワーケーションによる滞在促進

（県・市町村・観光関連団体・観光事業者）

【主な取組例】

・全国屈指の光ブロードバンド環境等の徳島の強みを活かした徳島ならではのワーケー

ション「アワ（阿波）ーケーション」の推進

・本県の自然や文化体験、アクティビティなどを生かした「アワーケーションプラン」

の開発・造成

・長期滞在につながる宿泊施設・観光施設の受入環境整備

カ サイクルツーリズムの推進（県・観光関連団体・観光事業者）

【主な取組例】

・徳島県の自然や歴史を感じられるサイクリングコースをはじめとした、自転車の魅力

の情報発信

・体力に自信がない人でも楽しめるポタリングツアーの実施等によるサイクリストの裾

野拡大

※ポタリング：自転車で散歩するようにゆっくり走ること

・ロードバイクを分解せずに車内に持ち込めるサイクリング専用の大型バス「サイクル

・キャビン」の活用による、サイクルツーリズムの推進

・「サイクリングアイランド四国推進協議会」における、四国一周サイクリングの認知

拡大の推進など、四国４県の連携による「サイクリングアイランド四国」の実現に向

けた取組の推進

・サイクリングスポットとしての県南部の認知度向上・交流人口拡大を図るため、四国

の右下の豊かな自然を満喫できる自転車走行ルートを使用したサイクルイベントの開

催

・国内外のサイクリストの受入環境を整備するため、広域サイクリングルートであるア

ワイチ（淡路島一周）と四国一周ルートの結節点となる「大鳴門橋自転車道」の設置

・世界に誇る県内の特徴ある橋（橋の博物館）等を巡るブリッジ・サイクルツーリズム
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の推進

キ 食を活用した誘客促進（県・観光関連団体・観光事業者）

【主な取組例】

・阿波尾鶏、徳島の活鱧、徳島ラーメンなど、徳島ならではの「食」を通じ、その土地

の歴史や文化などを体験する「ガストロノミーツーリズム」の強力な観光資源として

の売り出し

・徳島の豊かな「食」や魅力ある「食文化」の国内外への発信による新たな「人の流れ」

と「食べに行きたい徳島」の創出を目的とした、ＳＤＧｓが息づく新たな食体験コン

テンツの造成、万博に向けた県内での「食」イベントの開催などの取組の推進

・徳島県の「食」を生み出す農山漁村地域の歴史や文化などを合わせて味わって貰える

ような取組の推進

・阿波地美栄や狩猟の魅力を発信するフェスタ等によるジビエの認知度向上

※阿波地美栄

：県内で、捕獲又は捕獲後飼育され，食品衛生法や県が定めたガイドラインに基

づいて認可された施設で適切に処理されたシカやイノシシ肉

・木頭地域の「かきまぜ」や牟岐の「島そうめん」など、文化庁の「１００年フード」

として認定された県南地域で受け継がれている「食」について、ストーリーを楽しめ

る体験や、ＳＮＳでの臨場感あふれる情報発信を通じた観光コンテンツとしての磨き

上げ

・「にし阿波」ならではの地域資源を活用した付加価値の高い食コンテンツの開発やブ

ランド化への取組

ク 世界遺産登録への取組（県・市町村・世界遺産登録関係団体）

【主な取組例】

・「四国遍路」の四国４県連携による世界遺産登録を目指した取組の推進、及び国内外

への日本遺産としての魅力発信

・「鳴門の渦潮」の兵庫県との連携による世界遺産登録を目指した取組の推進

ケ 文化資源の観光産業への開花（県・観光事業者）

【主な取組例】

・阿波藍、阿波人形浄瑠璃、阿波おどり、ベートーヴェン「第九」の「あわ文化４大モ

チーフ」や邦楽、ジャズ、クラシックの「あわ三大音楽」を中心とした、芸術文化が

息づくまちづくりの推進、及び本県ならではの魅力の国内外への発信による「文化・

観光・経済」の好循環の創出

・本県の文化と新たなコンテンツ・発信方法とのコラボレーションによる魅力の創造

・日本遺産に認定された阿波藍の新しい価値の創造、多種多様な藍の魅力の発信による

産地イメージの確立や、消費者が正しい情報をもとに藍染製品を購入できるよう安全

・安心高品質の一定の品質を保証した制度の構築などによる、阿波藍ブランドの確立
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コ 様々なニーズに対応する高付加価値のコンテンツ造成

（県・観光関連団体・観光事業者）

【主な取組例】

・徳島の「自然」、「アクティビティ」、「文化体験」といった体験プログラムの創出に

よる「アドベンチャーツーリズム」の推進

・夜間の魅力的なイベントの充実など「ナイトタイムエコノミー」の推進

・農山漁村地域の農林水産業とこれらに関する食・景観等を未来に伝えるべき資源「む

らのたから」として認定、国内外への魅力の発信

・地域資源を活用し、農山村ならではの生活や農林漁業体験・交流ができる「とくしま

農林漁家民宿」の開業支援、感染症対策・おもてなしスキルアップ等の受入体制の強

化の促進、四国４県で連携したＰＲ活動の展開等による、誘客促進

・「にし阿波」の自然や歴史、伝統などをいかしたストーリー性のある農泊体験の拡大、

農泊施設と他の宿泊施設との連携の推進

・旅行者目線に立ち、スポーツ、ヘルス・メディカル、ライセンス、教育、産業、酒蔵、

ヒューマンなどあらゆる地域資源を洗い出し、付加価値の高い観光コンテンツに磨き

上げ、旅行商品化の促進

③各エリアとの連携による周遊性の向上

本県は、東部、西部、南部の３エリアに自然、食、歴史・文化、芸術など特徴や魅力

の異なる様々な観光資源が存在しており、県観光協会、各地域連携ＤＭＯ等と連携し、

県内の周遊性を高めることにより、観光消費額の増加へとつなげます。

また、「２０２５年大阪・関西万博」を控え、他府県とも連携し広域での周遊観光も

促進します。

ア 県内周遊ルートの確立（県・市町村・観光関連団体）

【主な取組例】

・県、県観光協会、地域連携ＤＭＯの相互連携組織「徳島県ＤＭＯ観光推進協議会」に

よる県内の周遊性や滞在性を高める旅行商品の造成や「２０２５年大阪・関西万博」

終了後もルートとして確立されるような周遊観光ルートのブランディングの推進

イ 近隣府県と連携した広域周遊観光の促進（県・観光関連団体）

【主な取組例】

・本県が構成員となっている３つの広域連携ＤＭＯ（四国ツーリズム創造機構、せとう

ち観光推進機構、関西観光本部）のノウハウやスケールメリットを活かした、観光Ｐ

Ｒや広域観光周遊ルートの造成

・令和４年度に県南部と高知県東部で設立した「四国南東部広域観光連携協議会」にお

ける県境を越えた一体的な観光施策の展開
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（３）ビッグイベントの開催に向けた「観光客の受入環境整備」
外国人旅行者は、日本の自然災害に対する知識や経験が少なく、また、災害時にはこ

ういった観光客に対する情報発信など迅速な対応が求められるなど、観光分野において

も、危機管理体制の強化は急務となっています。

また、今後、「２０２５年大阪・関西万博」や「ワールドマスターズゲームズ２０２

７関西」などのビッグイベントを控え、外国人旅行者をはじめ、観光客の方々がストレ

スなく本県観光を楽しむことができ、何度も訪れていただくことができるような環境を

整備する必要があります。

【施策展開】

①新たな感染症への対応、外国人旅行者も含めた危機管理体制の強化

新型コロナウイルス感染症の拡大を経て、旅行者の安全・安心な旅行を望む声は高ま

っており、いつ起こるか分からない新たな感染症や大規模災害への備えを後押しします。

ア 感染予防対策の徹底（県・市町村・観光関連団体・観光事業者）

【主な取組例】

・「徳島県新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止に関する条例」や各業界団体の

感染拡大防止ガイドラインに基づく観光関連施設やイベント会場等での感染予防対策

の徹底

・旅行者向け「新しい旅のエチケット」を広く周知することによる、本県に訪れる観

光客それぞれの感染予防への意識啓発の推進

イ 災害発生時の安全・安心な受入環境の整備

（県・市町村・観光関連団体・観光事業者）

【主な取組例】

・防災・危機管理情報「安心とくしま」ホームページ等を活用し、観光客に対する大雨

に関する情報をはじめとした様々な危機事象の迅速かつ正確な情報提供

・災害時対応マニュアルの活用による、災害発生時における旅行者の安全確保

・多くの観光客が集中するイベント等の開催時における災害発生に対応するため、関係

機関の連携のもと、安全確保の整備促進

・県南部において、外国人旅行者の安全対策の向上のため、「外国人向け防災マップ」

等の作成

・誰でも無料で利用できるフリーWi-Fiサービス「Tokushima Free Wi-Fi」の県内全域
への整備による、観光客に対するインターネット接続環境の提供、及び災害時の利用

手続きの簡略化による通信手段の確保

②宿泊施設・観光施設等の受入環境整備

宿泊施設・観光施設等において、旅行者が安心・快適に旅を楽しめる受入環境を整備

するとともに、さらなる旅行消費額の拡大を目指し、高付加価値旅行層にも訴求するよ
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うな態勢の整備にも取り組みます。

ア 宿泊施設・観光施設等の充実（県・市町村・観光関連団体・観光事業者）

【主な取組例】

・宿泊の大きな動機付けとなる魅力の高いホテル・旅館の誘致推進や、「多くの観光客

から選ばれ、かつ、再び宿泊したい」と思われる宿泊施設への変革の推進など、宿泊

施設への投資促進

・「２０２５年大阪・関西万博」開催時に多数の来県が予想される外国人や障がい者、

高齢者が利用しやすい宿泊・観光施設の改修等受入環境整備の支援

・観光客の多様な宿泊ニーズに対応するため、民泊サービスの推進、適正な運用の推進

・外国人旅行者がストレスフリーで快適に旅行できるよう、免税店の導入促進、多言語

表記の充実などの整備促進

・外国人旅行者に対する接客力向上を図るため、「外国人旅行者おもてなしマニュアル

・指さしシート」の作成支援

・各地域の観光産業に携わる通訳人材の育成や外国人旅行者に対応する多言語相談窓口

の充実

・中心市街地など観光地の再生や観光サービスの高付加価値化に向けた取組について、

国や民間事業者等で事業公募されている場合、申請に係る相談対応等の支援

イ ワーケーションによる滞在促進（再掲）

（県・市町村・観光関連団体・観光事業者）

【主な取組例】

・全国屈指の光ブロードバンド環境等の徳島の強みを活かした徳島ならではのワーケー

ション「アワ（阿波）ーケーション」の推進

・本県の自然や文化体験、アクティビティなどを生かした「アワーケーションプラン」

の開発・造成

・長期滞在につながる宿泊施設・観光施設の受入環境整備

③シームレスな移動環境

「２０２５年大阪・関西万博」を見据え、国内外から旅行者が訪問しやすい観光地づ

くりを目指し、交通基盤の整備を進めるとともに、車を持たない旅行者でも観光地間を

快適に移動できるよう二次交通の向上を図ります。

ア 国際線の誘致促進（県）

【主な取組例】

・東アジアを重点地域とした戦略的なエアポートセールスの実施による、徳島阿波おど

り空港への国際線の誘致

イ 一次交通の充実（県・市町村）
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【主な取組例】

・徳島阿波おどり空港への国際線の誘致、国内線の維持・充実

・和歌山との既存フェリーの活用をはじめ、関西と本県を結ぶ「新たな海上交通」の導

入に向けた取組など、海上交通の利便性向上の推進

・観光客の移動円滑化等にも資する高規格道路ネットワークである「四国８の字ネット

ワーク」や主要幹線道路の整備推進

ウ 二次交通の充実（県・市町村・観光関連団体）

【主な取組例】

・観光地までのレンタサイクルの充実、レンタカー助成、二次交通情報の発信など旅行

者の利便性向上の促進

・交通事業者や市町村との役割分担と連携による、シームレスに移動できる仕組みの構

築や交通結節点の環境整備、フリー乗車券の導入など、観光客にとって利用しやすい

公共交通ネットワークの実現の促進

・観光客の利便性向上を図るため、タクシー運転手の「おもてなし力」の向上を図る

「おもてなしタクシー認定制度」の推進



- 30 -

（４）ポストコロナ新時代に向けた「情報発信力の強化」、「誘客

営業の強化」
趣味・嗜好が多様化している旅行者に対する効果的な情報発信や旅行会社等への戦略

的な誘客営業活動を行うためには、国内外の市場の動向や旅行者のニーズを踏まえた戦

略的なプロモーションを実施し、県内での来訪箇所や滞在時間の増加、観光消費額の拡

大、その先の移住も目指し取り組んでいく必要があります。

また、「２０２５年大阪・関西万博」閉幕後には、観光客の落ち込みが予想されるこ

とから、万博までに実施した施策を検証した上で、効果的な取組を引き続き実施すると

ともに、国際ＭＩＣＥや「ワールドマスターズゲームズ２０２７関西」のプレ大会など

あらゆる機会を捉え本県への観光誘客を行うことにより、２０２７年以降の誘客につな

げる必要があります。

【施策展開】

①ターゲットに合わせた戦略的な情報発信

旅行形態の主流となっている個人旅行者向けの対策を強化するとともに、旅行会社等

への積極的な誘客営業活動に取り組みます。

デジタルマーケティング等により本県の観光資源が受け入れられる市場や客層などを

調査・分析し、ニーズを的確に把握し、誘客が見込めるターゲットに対し、戦略的なプ

ロモーションを実施します。

ア 個人旅行者向け（Ｂ to Ｃ）プロモーション（県・観光関連団体・観光事業者）
【主な取組例】

・オンライン旅行会社を中心とした大手旅行会社のＷＥＢサイトやＳＮＳ等を活用し、

徳島の魅力を全国に発信する「＃徳島あるでないで」キャンペーンの展開

・メディアを活用した戦略的なＰＲ、航空会社と連携した情報発信等、関係者が一体と

なった「オール徳島」での誘客プロモーションの実施

・首都圏、「２０２５年大阪・関西万博」開催で国内外から注目を集める関西圏等にお

ける観光ＰＲ

・新たな「観光ブランド」となる「サステナブルなコンテンツ」の国内外への情報発信

イ マスメディア等を活用した情報発信（県・市町村・観光関連団体）

【主な取組例】

・テレビや新聞、雑誌、タウン情報誌等による効果的な情報発信

・メディアツアーやパワーブロガーの活用による、国内外への魅力情報発信

・映画、テレビ等のロケーション撮影の誘致や支援による、各種メディアを通じた情報

発信を通じた、本県の認知度向上やイメージアップの促進

ウ デジタル技術の有効活用（県・市町村・観光関連団体・観光事業者・県民）

【主な取組例】
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・デジタルマーケティングの活用による市場の動向や旅行者のニーズの把握

・動画の活用による効果的な情報発信

・旅行者がスマートフォンでタイムリーな観光情報を入手できるデジタル化の推進

・フェイスブック、インスタグラム等のＳＮＳや、ＡＩを活用した「観光コンシェルジ

ュ機能」・グルメサイト・宿泊サイト等の「外部サイトとの連携機能」を持つ県の観

光情報サイト「阿波ナビ」などを活用した、旅行者のニーズに応じた効果的な情報提

供

・「２０２５年大阪・関西万博」において実施される「バーチャル万博」に先駆け、三

次元仮想交流空間メタバース上に構築した「とくしまバーチャルパビリオン」の活用

による、イベントの開催やバーチャル体験など、先端技術による徳島の魅力の先行発

信

エ 旅行会社向け（Ｂ to Ｂ）プロモーション（県・観光関連団体・観光事業者）
【主な取組例】

・首都圏の旅行会社を対象とした「本県単独」の観光商談会や観光セミナーの開催

全国の旅行会社を対象としたオンライン観光商談会、観光セミナー等の開催

・四国ツーリズム創造機構や「包括連携協定を締結している航空会社」等との連携によ

る、主要都市における戦略的な誘客営業活動の展開

・旅行会社に対する旅行商品の造成サイクルに合わせた旬な観光情報の提供、ファムツ

アーの実施等による本県への旅行商品造成の促進

・「大阪・関西万博」を契機に本県が教育旅行の訪問先に選ばれるような、強みを生か

したプログラムの設定、誘致活動の強化（再掲）

オ 県外在住の「徳島ファン」による情報発信（県）

【主な取組例】

・県外在住の県出身者、阿波おどりなど徳島の伝統文化愛好家や、本県に旅行・勤務・

居住経験がある徳島ゆかりの方など、本県に愛着を持つ「徳島ファン」との連携によ

る情報発信、及び「２０２５年大阪・関西万博」に向けた機運醸成

カ 県民による観光情報や魅力の発信（県、県民）

【主な取組例】

・県内観光地を訪問し、魅力を体感した県民自らインフルエンサーとなっての観光客と

の交流や口コミ投稿、文化・自然・イベントのＳＮＳ等による魅力の発信（再掲）

・「四国の右下」の隠れた観光情報の、地域に密着した住民目線で発信する「ローカル

アンバサダー」や、動画を通して旅の魅力を発信する「トラベルインフルエンサー」

による情報発信

キ スポーツを活用した誘客促進（県・観光関連団体・観光事業者）

【主な取組例】

・サッカー「徳島ヴォルティス」、野球「徳島インディゴソックス」、バスケットボール
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「徳島ガンバロウズ」、バレーボール「ジェイテクト・スティングス」の集客力を活

用したにぎわいの創出、及びアウェイのファンやサポーターへの観光情報発信の強化

による誘客促進

ク 「２０２５年大阪・関西万博」、国際スポーツ大会を契機とした誘客促進

（県・観光関連団体・観光事業者）

【主な取組例】

・「２０２５年大阪・関西万博」へ向けた徳島県のグランドデザインとなる「徳島『ま

るごとパビリオン』基本計画」に基づき、「万博はゲートウェイ、徳島まるごとパビ

リオン～県民が参画し、県民が創る万博～」をコンセプトに、万博期間の１８４日間、

徳島県全体を「まるごとパビリオン」として展開、及び万博会場の大阪・夢洲に出展

する「徳島パビリオン」をゲートウェイ（玄関口）として、徳島への「人・モノ・コ

ト・情報」の流れの誘因

・「２０２５年大阪・関西万博」の開催を契機として、本県への誘客を着実に進めるた

め、国や各広域連携ＤＭＯ、博覧会協会等との連携による万博の機運醸成、及び本県

の魅力あふれる滞在型観光コンテンツをともにＰＲを行うなど、会期終了後も見据え

た効果的なプロモーションの推進

・「２０２５年大阪・関西万博」の開催に向け、「関西観光本部」に新設される、「ＥＸ

ＰＯ・２０２５関西観光推進協議会（仮称）」との連携による、「万博プラス徳島観光」

を推進するための、「広域的なプロモーション活動」の実施

・「ワールドマスターズゲームズ２０２７関西」開催に向けた機運醸成を図り、関係機

関の連携のもと、多くのアスリートが本県へ訪れていただけるよう、来県者へのおも

てなしの充実、本県開催競技のプレ大会の開催や、積極的なＰＲ活動の実施

ケ クルーズ客船の誘致促進（県）

【主な取組例】

・本県へのクルーズ船の安全安心な寄港の実現とともに、岸壁において乗客が満足する

「おもてなし」の充実、及びニーズにあわせた観光情報の提供

・船社や旅行会社に対し,魅力ある観光モデルコースを多言語で発信することにより、
国内外クルーズ船の寄港を推進

②徳島の特産品を活用した情報発信

「２０２５年大阪・関西万博」が開催される大阪府などの県外においても、本県の魅

力に触れることができるアンテナショップの活用や、県内外の「徳島ファン」による情

報発信により、本県への旅行や特産品に対する興味を喚起します。

ア アンテナショップ等を拠点とした誘客促進（県）

【主な取組例】

・県の「大阪・名古屋物産センター」や「コンビニ型アンテナショップ」のさらなる
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展開の促進、県外民間店舗の「阿波とくしまアンテナショップ」としての認定

・アンテナショップや、東京都渋谷区にある「食」をテーマとする情報発信拠点「ター

ンテーブル」、東京本部、関西本部、名古屋事務所を拠点とした県産品の販路拡大・

販売促進・観光物産情報の発信、イベントの開催などによる関係人口の増加、及び本

県への誘客促進

・イベント・商談会・展示会への出展等、販路拡大の機会における、事業者に対する分

かりやすい案内の検討

イ 「とくしま特選ブランド」の活用（県）

【主な取組例】

・安全安心で独自の魅力を持った、本県を代表する優れた県産品を「とくしま特選ブラ

ンド」として認定し、販路拡大を推進

・国内外の商談会や展示会などにおける、「とくしま特選ブランド」の魅力や価値の発

信を通じた本県のイメージアップ

ウ 「阿波ふうどスペシャリスト」による情報発信（県）

【主な取組例】

・本県の豊かな食に共感する「徳島ファン」を増やすとともに、本県への「人の流れ」

と「食べに行きたい徳島」を創出するため、「徳島の食」を応援する「阿波ふうどス

ペシャリスト」と連携、ＳＮＳを活用した国内外への「徳島の食」の魅力発信の強化

③他自治体等との連携による情報発信

本県への観光誘客の訴求力を高めるため、近隣県等との広域的な連携を推進し、県内

外の魅力ある観光コンテンツを組み入れた広域観光周遊ルートの開発やプロモーション

活動を共同して取り組みます。

ア 近隣県と連携した広域周遊観光の促進（県）

【主な取組例】

・四国他県等の近隣県との連携による、県をまたいだモデルコースの造成や共同の観光

プロモーション等による、エリア一体となった誘客促進（再掲）

イ 広域連携によるプロモーション活動（県）

【主な取組例】

・本県は、３つの広域連携ＤＭＯ（四国ツーリズム創造機構、せとうち観光推進機構、

関西観光本部）に参画しており、それぞれのノウハウやスケールメリットを活かした、

広域エリアによる観光ＰＲや広域観光周遊ルートによる誘客など、効果的なプロモー

ションの推進

④本県の特色を生かしたＭＩＣＥ誘致促進
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学会や各種大会等のＭＩＣＥは、多くの集客や宿泊が見込まれ、地域経済の活性化や

学術や教育の分野においても波及効果が期待できることから、本県の充実した開催支援

制度やコンベンション施設、豊富な観光資源などの情報を積極的に発信し、誘致に取り

組みます。

ア 国内・国際コンベンションの情報収集と積極的な誘致活動

（県・市町村・観光関連団体）

【主な取組例】

・県内３５０を超える団体からなる「コンベンション誘致推進協議会」におけるコンベ

ンション情報の共有、コンベンション主催者へのアンケート調査や個別訪問による情

報収集、コンベンション開催に向けたアプローチ等による積極的な誘致活動の推進

・「２０２５年大阪・関西万博」の開催を機に、インバウンド誘客の増大を図り、県内

経済の活性化に寄与するため、コンベンション誘致推進協議会内に令和４年１０月に

設置された「国際ＭＩＣＥ誘致促進部会」を核とした国際ＭＩＣＥの誘致活動強化

・コロナ禍を経て、ニーズが増加している「現地開催とオンラインを組み合わせた会議」

や「中規模・小規模のコンベンション」の誘致の促進

イ 助成制度の充実（県・市町村・観光関連団体）

【主な取組例】

・ＭＩＣＥ誘致を推進するためコンベンション開催経費への支援等の助成制度を充実さ

せるとともに、主催者のニーズを反映した助成制度の拡充等、競争力の強化

ウ 商談会・展示会や個別訪問による本県の助成制度や支援体制のＰＲ強化

（県・市町村・観光関連団体）

【主な取組例】

・都市部での商談会・展示会への参加や、学会本部、旅行会社等への積極的な個別訪問

による、助成制度や開催に向けた支援体制のＰＲ

エ アフターコンベンションの充実（県・市町村・観光関連団体）

【主な取組例】

・コンベンション終了後、徳島の観光を楽しんでもらう体験ツアーや産業観光ツアーな

どのアフターコンベンションの充実によるブレジャー・観光誘客の促進

オ ナイトイベント、スポーツ合宿等の情報収集と積極的な誘致活動

（県・市町村・観光関連団体）

【主な取組例】

・多くの宿泊につながるナイトイベント、報奨旅行等の国内外からの誘致のため、旅行

会社やイベント企画会社からの情報収集、個別訪問など、積極的な誘致活動の実施

・本県のスポーツ資源や観光資源を活かした交流人口拡大を図るため、「徳島県スポー

ツコミッション」を核として、合宿開催支援や情報発信の強化など、国内外からのス
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ポーツ大会・合宿の積極的な誘致やスポーツツーリズムの推進
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（５）戦略的なインバウンド誘客の推進
新型コロナウイルス感染症の拡大により大きく落ち込んだインバウンド需要は、２０

２３年には世界的に大きく回復することが期待され、我が国でも、この先「２０２５年

大阪・関西万博」や「ワールドマスターズゲームズ２０２７関西」等のビッグイベント

を控えており、外国人旅行者を本県に呼び込む大きなチャンスを迎えています。

この機を逃さず、外国人旅行者が安全かつ快適に旅行を楽しむことができるよう、外

国人目線に立った新たな観光素材、文化資源等を活かした観光コンテンツの発掘、磨き

上げや受入環境整備に官民一体「オール徳島」で戦略的に取り組む必要があります。

【施策展開】

①アフターコロナに向けた訪日外国人の周遊促進

２０１９年の本県の延べ外国人宿泊数者のうち、７割近くを占める東アジア（香港、

台湾、中国、韓国）や、比較的早期の回復が見込まれ本県でも１割以上を占める欧米な

ど多角的に観光誘客を進めつつ、デジタルマーケティングも活用し、外国人旅行者のニ

ーズや市場動向も踏まえた誘客・情報発信を実施します。

ア 効果的な情報発信・誘客施策（県・市町村・観光関連団体・観光事業者・県民）

【主な取組例】

・デジタルマーケティングの活用による市場の動向や旅行者のニーズの把握（再掲）

・県、観光事業者、観光関連団体等「オール徳島」による誘客活動

・現地旅行会社とのオンラインも活用した商談会、観光セミナーへの参加、県ゆかりの

人材を活用した訪日観光プロモーションの積極展開

・本県最大の誘客コンテンツである「阿波おどり」を活用したプロモーションをはじめ、

魅力ある地域独自の伝統文化、景勝地や食、アニメ、アクティビティ等のインパクト

の強いコンテンツを最大限に活かした誘客

・新たな「観光ブランド」となる「サステナブルなコンテンツ」の国内外への情報発信

（再掲）

・情報を入手する方が、「いつでも、どこでも、必要な情報を入手できるよう」情報発

信を行うことが重要であることから、多言語ホームページ（英語、中国語（繁体字、

簡体字）、韓国語など）における、最新の観光情報の提供

・各国で普及しているＳＮＳ等を活用したタイムリーな情報発信の促進

・誘客につながるタイミングに合わせて、現地旅行会社や航空会社、出版社と連携した

広告展開の実施

・パワーブロガー、インフルエンサー、海外メディア、旅行会社等を招聘し、外国人目

線での多言語ＳＮＳ等を活用した情報発信、旅行商品の造成

・「徳島ヴォルティス」とドイツ「ハノーファー９６」との国際スポーツ交流などの機

会を捉えた「プロモーション活動」の積極的な展開

イ 「２０２５年大阪・関西万博」、国際スポーツ大会を契機とした誘客促進（再掲）
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（県・観光関連団体・観光事業者）

【主な取組例】

・「２０２５年大阪・関西万博」へ向けた徳島県のグランドデザインとなる「徳島『ま

るごとパビリオン』基本計画」に基づき、「万博はゲートウェイ、徳島まるごとパビ

リオン～県民が参画し、県民が創る万博～」をコンセプトに、万博期間の１８４日間、

徳島県全体を「まるごとパビリオン」として展開、及び万博会場の大阪・夢洲に出展

する「徳島パビリオン」をゲートウェイ（玄関口）として、徳島への「人・モノ・コ

ト・情報」の流れの誘因

・「２０２５年大阪・関西万博」の開催を契機として、本県への誘客を着実に進めるた

め、国や各広域連携ＤＭＯ、博覧会協会等との連携による万博の機運醸成、及び本県

の魅力あふれる滞在型観光コンテンツをともにＰＲを行うなど、会期終了後も見据え

た効果的なプロモーションの推進

・「２０２５年大阪・関西万博」の開催に向け、「関西観光本部」に新設される、「ＥＸ

ＰＯ・２０２５関西観光推進協議会（仮称）」との連携による、「万博プラス徳島観光」

を推進するための、「広域的なプロモーション活動」の実施

・「ワールドマスターズゲームズ２０２７関西」開催に向けた機運醸成を図り、関係機

関の連携のもと、多くのアスリートが本県へ訪れていただけるよう、来県者へのおも

てなしの充実、本県開催競技のプレ大会の開催や、積極的なＰＲ活動の実施（再掲）

ウ 広域連携によるプロモーション活動（県）

【主な取組例】

・本県は、３つの広域連携ＤＭＯ（四国ツーリズム創造機構、せとうち観光推進機構、

関西観光本部）に参画しており、それぞれのノウハウやスケールメリットを活かした、

広域エリアによる観光ＰＲや広域観光周遊ルートによる誘客など、効果的なプロモー

ションの推進（再掲）

エ 外国人旅行者の受入環境の整備（県・市町村・観光関連団体・観光事業者）

【主な取組例】

・外国人旅行者がストレスフリーで快適に旅行できるよう、免税店の導入促進、多言語

表記の充実などの整備促進（再掲）

・各地域の観光産業に携わる通訳人材の育成や外国人旅行者に対応する多言語相談窓口

の充実（再掲）

・「２０２５年大阪・関西万博」開催時に多数の来県が予想される外国人や障がい者、

高齢者が利用しやすい宿泊・観光施設の改修等受入環境整備の支援（再掲）

・外国人旅行者に対する接客力向上を図るため、「外国人旅行者おもてなしマニュアル

・指さしシート」の作成支援（再掲）

・観光地までのレンタサイクルの充実、レンタカー助成、二次交通情報の発信など旅行

者の利便性向上の促進（再掲）

・交通事業者や市町村との役割分担と連携による、シームレスに移動できる仕組みの構

築や交通結節点の環境整備、フリー乗車券の導入など、観光客にとって利用しやすい



- 38 -

公共交通ネットワークの実現の促進（再掲）

オ 国際線の誘致促進（県）（再掲）

【主な取組例】

・東アジアを重点地域とした戦略的なエアポートセールスの実施による、徳島阿波おど

り空港への国際線の誘致

カ クルーズ客船の誘致促進（県）（再掲）

【主な取組例】

・本県へのクルーズ船の安全安心な寄港の実現とともに、岸壁において乗客が満足する

「おもてなし」の充実、及びニーズにあわせた観光情報の提供

・船社や旅行会社に対し,魅力ある観光モデルコースを多言語で発信することにより、
国内外クルーズ船の寄港を推進

②国際ＭＩＣＥ誘致促進

国際ＭＩＣＥは、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う海外からの入国制限や国内

での人流抑制などの影響を受け、全国的に中止や延期を余儀なくされたところですが、

滞在日数の多さなどから、消費額の大きい外国人旅行者の中でも、特に大きな波及効果

が期待できることから、積極的な誘致に取り組みます。

ア 国際コンベンションの情報収集と積極的な誘致活動（県・市町村・観光関連団体）

【主な取組例】

・県内３５０を超える団体からなる「コンベンション誘致推進協議会」におけるコンベ

ンション情報の共有、コンベンション主催者へのアンケート調査や個別訪問による情

報収集、コンベンション開催に向けたアプローチ等による積極的な誘致活動の推進（再

掲）

・「２０２５年大阪・関西万博」の開催を機に、インバウンド誘客の増大を図り、県内

経済の活性化に寄与するため、コンベンション誘致推進協議会内に令和４年１０月に

設置された「国際ＭＩＣＥ誘致促進部会」を核とした国際ＭＩＣＥの誘致活動強化（再

掲）

・「とくしま国際消費者フォーラム」などを活用した観光誘客、参加者に対する新たな

国際ＭＩＣＥの誘致促進

イ 助成制度の充実（再掲）（県・市町村・観光関連団体）

【主な取組例】

・ＭＩＣＥ誘致を推進するためコンベンション開催経費への支援等の助成制度を充実さ

せるとともに、主催者のニーズを反映した助成制度の拡充等、競争力の強化

ウ 商談会・展示会や個別訪問による本県の助成制度や支援体制のＰＲ強化
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（県・観光関連団体）

【主な取組例】

・国内外での商談会・展示会への参加や、学会本部、旅行会社等への積極的な個別訪問

による、助成制度や開催に向けた支援体制のＰＲ
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５ 推進体制

（１）役割分担

本計画で目指す将来像を実現するためには、行政（県・市町村）、観光関係団体、観

光事業者、県民などの各主体が自らの役割を理解した上で、随時、現状や課題を共有し、

「オール徳島」で各施策に取り組むことが重要です。

そこで、次のとおり、各主体の役割を整理しました。

◆県の役割

・観光の振興に関する総合的かつ計画的な施策を策定し、実施、指標を用いた進捗の確

認を行います。

・本計画に定めたインバウンド誘客や受入環境整備など全県的な施策について、徳島県

観光協会と連携し取り組みます。

・市町村、観光関係団体、観光事業者、県民に対し、本県観光の現状や課題について共

通の認識を持つことができるよう、情報提供を行います。

・市町村、観光関係団体、観光事業者、県民が相互に連携し、一体となって観光の振興

に取り組むことができるよう必要な支援及び総合調整を行います。

◆市町村の役割

・県、近隣市町村、ＤＭＯなど観光関係団体、観光事業者、住民等と連携し、地域の特

色を生かした観光施策を実施します。

◆観光関係団体（観光協会・ＤＭＯ）の役割

・県、市町村と連携、協力して、観光に関する情報の発信、観光客の誘致、人材の育成、

受入体制の整備に取り組みます。

・ＤＭＯは、観光地域づくりの舵取り役として、マネージメント、マーケティング等に

取り組みます。

◆観光事業者の役割

・観光の第一線として、観光に関する情報発信、魅力あるサービス・商品の提供等によ

り、本県を訪れる観光客の満足度向上に努めます。

・事業者自らが創意工夫を凝らし、地域に存在する資源を活用した事業展開を図ります。

・ＤＭＯなど観光関係団体や他の事業者との連携による付加価値の創出を図ります。

◆県民の役割

・観光に対する関心や理解を深め、本県を訪れる観光客を温かく迎えます。

・観光ボランティアへの積極的な参加や「おもてなし」の実践を行います。

・県民一人一人が郷土の魅力に誇りを持ち、本県の魅力発信に努めます。
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（２）計画の検証・見直し

本計画に基づき実施された施策については、毎年度、成果を検証し、徳島県観光審議

会や議会に報告し、意見を聞くとともに、検証結果の概要を県のホームページ等で公表

します。

また、予測のできない社会経済状況の変化等があった場合は、必要に応じて計画を見

直し、適切な目標設定の上、施策を実施します。


